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移動等円滑化取組計画書 

 

  

                令和 ８年 ６月２２日 

 

  

住  所 東京都港区台場 2-3-2 

台場フロンティアビル 3階 

事業者名 東京臨海高速鉄道株式会社 

代表者名 代表取締役社長 西倉鉄也 

 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の４の規定に基づき、次

のとおり提出します。 

 

Ⅰ 現状の課題及び中期的な対応方針 

(1)旅客設備および車両等の整備に関する事項 

①段差の解消（エレベーターの整備）は、当社管理駅全７駅にて１ルート整備を完

了している。今後、複数ルート整備にあたっては、スペース・構造等の課題を踏

まえて引き続き検討する。 

②視覚障害者誘導用ブロックの整備は、全駅にて完了している。 

③案内設備（運行情報提供設備、触知案内板、標識）の整備は全駅にて完了してい

る。 

④バリアフリートイレの整備は、全駅にて完了している。 

⑤ホームドアの整備等の転落防止対策は、ホームドアの整備又は内方線付き点状ブ

ロックの整備により全駅にて対応済みである。ホームドアは、2018年度に国際展

示場駅、2019年度に大井町駅、2021年度に天王洲アイル駅、品川シーサイド駅、

2022年度に東京テレポート駅、2025年度に新木場駅で運用を開始し、当社管理駅

全７駅中６駅で整備が完了している。東雲駅については、ホームドア整備に向け、

ホーム上の通行幅員の拡幅方法や、可動式ホーム柵の設置に伴う補強等について

具体的な検討を進め、整備に向けた課題の整理を行う。 

⑥円滑な移動等を実現するために、新型車両については全ての車両にフリースペー

スを備える計画を推進し、利用者の利便性・快適性の向上を図る。 

⑦車両とホームの段差、隙間対策は、全駅の１号車と１０号車の車いすスペースに

あたる乗降口に櫛状ゴムを整備済みである。新型車両の導入に伴い、全ての車両

にフリースペースにあたる乗降口に櫛状ゴムの整備を推進する。 

 

(2)旅客支援、情報提供、教育訓練に関する事項 

 ①乗降介助が必要なお客さまに円滑にご利用いただけるよう、当社線各駅はもとよ



 

り、直通先のＪＲ埼京線各駅とも連携を充実させる。 

   ②あらゆるお客さまにとってわかりやすく便利な案内サイン等を充実させる 

③駅社員を中心に、障害者の接遇に関する民間資格の取得や研修受講等を促進する。 

 

Ⅱ 移動等円滑化に関する措置 

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置 

対象となる旅客施

設及び車両等 

計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

乗降場 

 

70-000形 

 

 

櫛状ゴムの増設（2025～2027年度） 

 

70-000 形に代わる新型車両については、円滑な移動等を実現す

るために、全ての車両にフリースペース設置、ホームと車両床面

の段差縮小、つり手や荷棚高さの見直し、ドア開閉動作ランプ、

誘導鈴の設置を行い、全ての利用者の利便性・安全性の向上を図

る。（2025～2027年度） 

  

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項

の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

定期点検等の必要

な措置 

 

 

移動円滑化に係る

設備の取扱い教育 

旅客施設及び車両等に対し、各種基準等に定める検査を実施し、

機能の維持に努める。 

また必要に応じて補修、改修、更新などを実施する。 

 

駅社員に対して、ホームドアなどバリアフリー設備の取扱いにつ

いて教育を実施する。 

  

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい

ての介助、旅客施設における誘導その他の支援 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

「声かけ・サポート

運動」の継続実施 

各社局と合同で実施している「声かけ・サポート運動」を継続的

に実施し、見守り活動を引き続き行う。 

  

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

案内サインの充実 各駅において必要なサインの設置、改修を実施する。 

 



 

 ⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

障害者の接遇に関

する民間資格の取

得 

 

接遇研修の実施 

 

おもてなしの心と安全な介助技術を学ぶ「サービス介助士」の資

格を、現業系社員を中心に取得及び更新させる。 

 

 

駅係員を対象として高齢者や障害のあるお客様への接遇に関す

る研修を実施する。 

 

 ⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適

正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

ポスター掲示等 

 

国土交通省等からの各種キャンペーンへの呼びかけに積極的に

応じて、移動円滑化に向けた広報活動及び啓発活動を実施する。 

 

Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置 

沿線自治体等と整備に関わる協議を行う。 

 

ホームページや電話などで寄せられるバリアフリーに関するお客様からのご意見を

担当部署と共有するとともに、お客様に対して回答を実施する。 

 

  



 

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容 

対象となる旅客施設

及び車両等又は対策 
変 更 内 容 理  由 

   

 

Ⅴ 計画書の公表方法 

本計画書は当社ホームページ上で公表する。 

 

  

Ⅵ その他計画に関連する事項 

 

 

 

  

 

  注１ Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較して記入すること。なお、該当する対策が複

数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。 

   ２ Ⅴには、本計画書の公表方法（インターネットの利用等）について記入するこ

と。 

３ Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画（事業者全体に関連するプロジ

ェクト、経営計画等）がある場合には、必要に応じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。 

 


